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 私たちは 2020年 11月 16日付にて「医療基本法制定の議論の充実に向けて」

と題して、医療基本法制定に向けた議員連盟（会長 尾辻秀久議員）、衆参両院

厚生労働委員及び各政党に対し、医療基本法に関する提言を提出した団体です。 

 今般、上記提言に基づき下記のような医療基本法要綱案を提案いたします。 

 

 

医療基本法要綱案 

 

前文 

この法律はハンセン病問題、薬害、優生保護法に基づく強制不妊・強制堕

胎手術及び非合法下における強制不妊・強制堕胎手術、医療事故、医療従事

者の過労死など負の歴史を反省し、医療を受ける者の権利保障を理念とし、

医療制度にかかわる関係者の信頼関係を土台にした医療制度を構築するため

に、関係者の意見を聴取しながら立案されたものである。 

我が国における医学医術の水準の向上並びに医療提供体制及び公的医療保

険制度の整備を通じた国民の医療を受ける機会の確保は、健康長寿社会の実

現に向けた社会全体の取組において大きな役割を果たしてきたが、その一方

で、医療政策によって国民の基本的人権が侵害される事例があったことも忘

れてはならない。 
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医療については、疾病構造の変化、社会経済情勢の変化等に対応しつつ、

患者にとって質の高い医療があまねく提供されるよう充実を図っていくこと

が求められており、また、医療が複雑化し、及び高度化する中、その役割を

十分に果たし、病気になっても病気と向き合って生きていくことのできる社

会を、国民が力を合わせて実現していく上で、医療に関する施策の方向性を

改めて国民に示すことが必要とされている。 

ここに、医療に関する施策について、憲法１３条の保障する幸福追求権と

２５条の保障する生存権を具現化するものとして、高い公益性･公共性を踏ま

えた医療の基本理念を明らかにするとともに、これを総合的かつ計画的に推

進するため、この法律を制定する。 

 

第 1 総則 

 

1 目的 

  この法律は、医療に関する施策について、基本的人権の尊重を中心とする

理念を定め、並びに国、地方公共団体、医療提供施設、医療従事者、医療関

係団体、医療事業者、医療保険者及び国民の各責務を明らかにするとともに、

医療に関する施策の基本となる事項を定めることにより、医療に関する施策

を総合的かつ計画的に推進し、もって国民の健康の保持・向上に寄与するこ

とを目的とすること。 

 

2 基本理念 

  医療に関する施策は、次に掲げる事項を基本として行われなければならな

いこと。 

① すべて人は、人種、宗教、政治的信念又は経済的若しくは社会的条件に

よって差別されることなく到達しうる最高水準の健康を享受する権利を有

するものであり、医療制度はその保障を目的とするものであること。そこ

でいう健康とは、単に病気でないことを意味するものではなく、肉体的、

精神的及び社会的に良好な状態を意味するものであること。 

② すべて人は、病気や障がいを理由に差別されないこと 

③ 医療を受ける者の権利には、良質かつ適切な医療を受けること及び医療

を受ける者が自らの医療情報を知ることができること、また、医療情報が
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適切に扱われること、必要性や危険性、費用並びに選択しうる他の方法の

提示等の必要な情報を得ながら医療内容を決定することができることを踏

まえて尊重するとともに、権利が侵害された場合には迅速かつ適切に回復

が図られるようにすること。 

④ 生命の尊重と個人の尊厳の保持を旨として、治療はもとより疾病の予防

のための措置及びリハビリテーションを含む良質かつ適切な医療が、医療

従事者と医療を受ける者との信頼関係に基づき、及び医療を受ける者の心

身と生活の状況に応じて行われるようにすること。 

⑤ 医療に関する施策は、国民が参加し、医療関係団体との相互信頼に基づ

き合意形成が行われ、医療を継続的、総合的に評価改善していく推進体制

のもとに実施されるようにすること。 

⑥ 医療従事者及び医療提供施設の開設者並びに管理者は、国民の医療に関

する権利の擁護をする立場として位置付けられること。 

⑦ 医療が国民の健康を支える基礎であることを鑑みて、医療を効率的に提

供する体制を確保し、医療を受ける者に適切な選択を支援することによっ

て国民の医療を受ける権利が等しく確保されるようにすること。 

⑧ 医療は、高度に専門的な役務であるとともに、医療を受ける者ごとに疾

病の態様、体質、生活環境等が異なること等により結果に不確実性がある

ことを踏まえつつ、医療従事者及び医療を受ける者が医療の目的の達成に

向かって共に取り組むことができるようにすること。 

 

3 国の責務 

 (1) 国は、2の基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、医療に関

する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有すること。 

 (2) 前項の施策の策定及び実施を通じて、国民の医療に関する権利保障の充

実を図ること。 

 (3) 国は、地方公共団体と協力して施策を実施する責務を有すること。 

 

4 地方公共団体の責務 

  地方公共団体は、基本理念にのっとり、医療に関する施策について、当該

地域の状況に応じた施策を策定し、国と協力して実施する責務を有すること。 
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5 医療提供施設・医療従事者の責務 

（1）医療従事者は、国民の医療に関する権利を擁護する立場から、国及び地方

公共団体が講ずる医療に関する施策の策定及び実施に協力するとともに、

相互に連携協力しつつ、基本理念にのっとった医療の提供をしなければな

らないこと。 

（2）医療提供施設の開設者及び管理者は、国民の医療に関する権利を擁護する

立場から、国及び地方公共団体が講ずる医療に関する施策の策定及び実施

に協力するとともに、当該医療提供施設において、（1）の医療が提供され、

及び医療に関連する他のサービスを提供する者と連携協力しなければなら

ないこと。 

（3）医療関係団体は、医療従事者の資質の向上その他の（1）の医療の提供に

資する活動に努めなければならないこと。 

 

6 医療事業者の責務 

医療事業者（医薬品及び医療機器等を提供する事業者）は、基本理念に基

づく医療の実現に協力しなければならないこと。 

 

7 医療保険者の責務 

医療保険者は、国民の医療に関する権利を擁護する立場から、医療の適切

な実施のために協力しなければならないこと。 

 

8 国民の責務 

国民は、医療を受ける者の権利について理解を深めるとともに、基本理念

に基づく医療に関する施策の推進に協力すること。 

 

9 意見の反映 

国及び地方公共団体は、医療に関する施策の策定及び実施に当たっては、

広く国民の意見を反映させるため、医療を受ける者を含む国民と医療従事者

等が医療に関する施策の策定過程からの参画を推進する仕組みを整備、活用

しなければならないこと。 

 

10 法制上の措置等 
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政府は、この法律の目的を達成するため、医療に関する法令の見直しを行

うとともに、必要な法制上又は財政上の措置その他の措置を講じなければな

らないこと。 

 

第 2 医療基本計画及び医療計画推進協議会 

（1）政府は、医療に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、医療に

関する施策に関する基本的な計画（以下「医療基本計画」という。）を定め

なければならないこと。 

（2）医療基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとすること。 

  ① 医療に関する施策についての基本的な方針 

  ② 医療に関する施策に関し、政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策 

  ③ ①及び②に掲げるもののほか、医療に関する施策を総合的かつ計画的

に推進するために必要な事項 

（3）厚生労働省に、医療政策推進協議会を設置すること。 

（4）医療政策推進協議会は、医療基本計画について意見を述べ、その実施状況

を監視すること。 

（5）厚生労働大臣は、医療基本計画の策定、変更にあたっては、医療政策推進

協議会の意見を聴くものとすること。 

（6）医療政策推進協議会の委員は、医療を受ける者及びその家族または遺族を

代表する者、医療に従事する者並びに学識経験を有する者のうちから、厚

生労働大臣が任命すること。 

（7）医療政策推進協議会の委員の地位は国家公務員に準ずるものとし、任期は

２年とすること。但し、再任を妨げない。 

（8）厚生労働大臣は、医療基本計画の実施状況及びその効果の評価を踏まえ、

少なくとも６年ごとに、計画を見直さなければならないこと。 

（9）都道府県は、医療基本計画及び当該都道府県における医療の提供の状況を

踏まえて、都道府県医療基本計画を定めるべきこと。本項の（3）ないし（8）

は、機関に関する文言を都道府県に適合するよう読み替えてこれを都道府

県基本計画に関する事項に準用する。 

 

第 3 基本的施策 

  国及び地方公共団体は、次に掲げる施策を講ずるものとすること。 
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① 国民がその居住する地域にかかわらず必要な医療を受けることができる

ようにするための施策（地域における医療提供施設の整備及び医療提供施

設相互間の連携の確保、医療提供施設に関する情報の提供、医療従事者の

確保等） 

② 国民がその経済的事情にかかわらず必要な医療を受けることができるよ

うにするための施策（公的医療保険制度の維持・充実等） 

③ 医療を受ける者に対する十分な説明が行われ、及び当該者自らの決定に

基づいて行われる医療の推進に関する施策 

④ 診療記録の適切な開示の推進及び医療に関する秘密の保護に関する施策 

⑤ 医療における安全の確保に関する施策（医療提供施設における体制の整

備、医薬品、医療機器等に係る安全性の確保、医療事故調査制度の充実及

び活用の普及等） 

⑥ 健康を維持するために必要な福祉相談援助が、医療と協働して提供され

るための施策 

⑦ 精神科医療について、その他の医療制度と同様の位置づけにするための

関連法令の見直しの検討をはじめとする必要な施策 

⑧ 伝統医療について、医療制度における位置づけを明確にする施策 

⑨ 医師等医療専門職養成課程における人権教育等良質かつ適切な医療の提

供の担い手としての医療従事者の育成及び資質の向上を図るための施策 

⑩ 医療従事者の労働環境の整備に関する施策 

⑪ 医療に係る研究開発の促進、被験者の保護及びその研究開発の成果の普

及に関する施策 

⑫ 医療の提供に伴い健康被害が生じた場合等国民の医療に関する権利が侵

害された場合に、迅速かつ適切に対応する体制を整備するための施策 

⑬ 病気や障がいを理由とする差別を解消するための施策 

 

 


